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本論文の目的は、知的障害者施設の職員と施設長による脱施設化についての意識を明らかにし、今 
後わが国において脱施設化を推進する上での課題を明らかにすることである。
第 1 章では、知的障害者の脱施設化に関する文献レビューを行い、これまで展開された議論の論点 
を整理し、研究の基本的視座を確認した。
第 2 章以降では、脱施設化志向の現状について量的調査により明らかにした。調査対象者は、近畿 
2 府 4 県の知的障害者施設200箇所を無作為抽出し、1 施設につき施設長及びそれ以外の職員各1 名 
の合計 4 0 0 名とした。調査方法は、自記式質問紙を用いた無記名の郵送調査であり、回収数は261 
票 （65. 3% ) であった。調査で得られた脱施設化志向得点を変数間の類似度とした階層的クラスター 
分析を行った結果、「心理 • 社会的援助」のクラス夕一を構成する項目群では脱施設化志向得点が最も 
高く、「医療 • 行動面の援助」のクラスターでは最も低い値を示した。これにより、脱施設化志向の 
強さは援助内容の特性によって異なることが明らかになった。
第 3 章では、前章において探索的に明らかにされた脱施設化志向の多面性を踏まえ、それに関連す 
る要因を因子分析および重回帰分析を用いて明らかにした。各因子を従属変数として行った重回帰分 
祈の結果、地域移行対象者を軽度の障害者等に限定せず、すべての障害者の権利としてとらえる考え 
方である「障害程度非選別志向」が、積極的な脱施設化志向に重要な影響を与えていることが明らか 
になった。
第 4 章では、障害者基本計画に対する評価を従属変数とし、脱施設化志向4 因子および関連要因を 
独立変数としたパス解析を行い、回答者を施設長群と職員群に分割して結果を比較した。その結果、 
脱施設化志向の平均得点は、全般的に職員群のほうが有意に高く、一方医療的ケアの確保や地域社会 
との関係調整等に関して慎重な意識が施設長群でより強くみられた。脱施設化施策の推進の必要性は 
両群に共通して認識されながらも、施設長の場合は現状の地域ケア体制における様々なリスク要因に 
対し、慎重な意識が相対的に強いと考えられる。
第 5 章では、施設職員のイン夕ビューデ一夕を基に、施設という枠組みの中で利用者を支援してい 
く困難感や葛藤について質的な分析を行った。その結果、地域社会との関係構築が困難かつ重要な課 
題として認識されており、施設の限界を自覚しつつも、地域社会の変化に向けた働きかけが課題であ 
ることが明らかになった。
第 6 章では、前章までの議論を踏まえ、知的障害者施設職員による脱施設化志向が、「施設対地域」 
のようなニ項対立の図式に単純化できない現状について総合的に考察した。今後は、脱施設化に代わ 
る概念として取りあげた「代替施策化」「脱管理施設化」などの概念を、精緻化し具体化していくこ 
とが重要な課題である。
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
本論文は、知的障害者施設の職員と施設長による脱施設化に関する意識をもとに、我が国で脱施設 
化を推進する上での課題を明らかにすることを目的とし、知的障害者の脱施設化に関する文献レビュ 
一を行い、論点の整理を行い、「施設か地域か」というニ項対立的な議論では現状の問題とその解決 
策を十分に説明できないことを示した。
本研究は、知的障害者施設200箇所を無作為抽出し、1 施設にっき施設長及びそれ以外の職員各1
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名の合計400名を対象にする調査分析を主としている。施設内の援助内容として「医療•行動面の援 
助」「重度者の外出促進の援助」「心理 • 社会的援助」の 3 クラスター解を採用し、「心理 • 社会的援助」 
のクラス夕一を構成する項目群では脱施設化志向得点が高く、「医療 • 行動面の援助」のクラスター 
では低い値を示したことから、施設内での援助内容により脱施設化志向の強さが異なることを明らか 
にした。
また、施設関係者の脱施設化志向は「自立性• 個別性重視の援助」「医療 • 行動面の援助」「地域社 
会との固係調整の援助」「重度者の外出促進の援助」の4 因子からなる構造であり、障害程度によっ 
て地域移行の対象者を限定しない「障害程度非選別志向」が4 つの因子すべてにおいて有意に関連す 
ることを示した。ここから、地域生活へ移行する対象者を障害程度で限定せず、すべての人の権利と 
して地域移行をとらえる考え方が脱施設化志向を積極的に進める重要な規定要因であることを明ら 
かにした。さらに、「グループホーム実践経験」は 「自立性 • 個別性重視の援助」、「医療•行動面の 
援助」、「重度者の外出促進の援助」において有意に関連しており、グループホーム実践の経験が脱施 
設化志向を強化していくことができることを明らかにした。
脱施設化志向の総論的評価意識の違いを施設長群と職員群で比較したが、脱施設化志向各因子の平 
均得点は、全般的に職員群の方が施設長群よりも有意に高い結果を示している。また両群におけるパ 
ス構造図の比較を行ったが、両群共に知的障害者の自立性•個別性を尊重した制限の少ない環境志向 
が、脱施設化施策に積極的評価に影響しており、医療的ケアの確保や地域社会との関係調整に関して 
は、施設長群で脱施設化に慎重な意識がみられた。入所施設における諸問題とその改革の必要性は両 
群に共通して認識されながらも、脱施設化志向は、職員は既存の枠組みにとらわれない変革への意識 
が強く、施設長は利用者の医療ニーズに対する地域ケア体制への不安や地域社会との関係調整の困難 
さから、脱施設化に対して慎重な意識が強いことを明示した。
さらに、3 名の施設職員の脱施設化に閨する困難や価値葛藤に関するイン夕ビューデ一夕を半構造 
化面接法によるイン夕ビューを行い、分析しているが、施設職員は、入所施設の保護的機能と利用者 
の自律性や自己決定の機会、施設の限界と地域社会の側での変容の必要性、利用者の保護と自立等に 
より、脱施設化に対する葛藤状況にあることを示した。
以上、脱施設化を推進していく上で示唆に富む知見を多く提示しており、審査委員会は、本論文を 
博 士 （学術）の学位を授与するに値するものと認めた。
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